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表紙

第17期　定時株主総会
招集ご通知

証券コード：6093

開催日時
2024年５月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

開催場所
東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル４階　
当社会議室

(開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会
場ご案内図」をご参照のうえ、お間違いのないようご注
意ください。なお、お土産・飲料水のご用意はございま
せんので、何卒ご理解賜りますようお願い申しあげま
す。)

決議事項
議案　剰余金の処分の件
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ごあいさつ

株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。

　第17期定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

　当社グループは、金融機関、不動産事業者、建築事業者、士業専門家に対して、住宅建築から不動産売買、住宅ロ

ーンなどのバックオフィス業務を担い、高セキュリティのオペレーションセンターによる大量案件処理と専門的な不

動産の手続と決済に最適なクラウドサービスを提供することで、従来のアナログな業務処理体制のデジタル化を実現

し、不動産に関する手続きと決済のＤＸ化をサポートする独自性の高いビジネスモデルを展開しています。

　直近のマイナス金利の解除や都心を中心とした不動産価格の継続的な上昇、そして物価の上昇や労働人口の減少な

ど当社グループを取り巻く環境が急速に変化していく中、不動産に関する手続きのデジタル化の潮流は益々勢いを増

していくものと思われ、取引の利便性、合理性、安全性向上を担う存在として、当社グループに対する市場からの期

待は益々大きくなり、第17期も着実に業容を拡大してまいりました。

　一方で、当社グループのビジネスモデルにおいて、労働人口の減少は大きな課題であり、中期経営ビジョン

2022-2024にて課題としております「労働集約型からの脱却」については、急務の課題となっており、市場から期

待される役割に応えることもさることながら、人財に選ばれる企業グループに変化・進化していかなければなりませ

ん。

　当社グループは、中期経営ビジョン2022-2024のテーマである「さまざまなテクノロジーと知見を活用し、不動

産に関する手続きと決済のＤＸ化を加速させる」に基づき、引き続き「時間や場所の制限がなく24時間365日、い

つでも、どこでも、安心・安全に不動産に関する手続きや取引決済を可能とする」プラットフォームの構築に取り組

んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、心よりお願い申しあげます。

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン

代表取締役社長　成宮　正一郎
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  6093
2024年５月14日

（電子提供措置の開始日　2024年５月2日）

東京都千代田区大手町二丁目２番１号

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン
代表取締役社長 成宮　正一郎

当社ウェブサイト
https://www.ea-j.jp/ir/event/meeting-of-shareholders.html

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

■1  日　　時 2024年５月29日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
■2  場　　所 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル４階

当社会議室
(開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違いのないようご注意ください。)

■3  目的事項 報告事項 1．第17期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第17期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）
計算書類報告の件

決議事項 議案　剰余金の処分の件

第17期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとってお
り、インターネット上の当社ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以
下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「エスクロー・エージェント・ジャパン」又は「コー
ド」に当社証券コード「6093」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日はご出席いただくほかに書面又は電磁的方法（インターネット)によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４頁「議決権行使についてのご案内」及び５頁「インターネットによる議決権
行使のご案内」に従って、2024年５月28日（火曜日）午後６時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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招集ご通知

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している上記の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させて
いただきます。
　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりま
せん。
　● 事業報告：その他企業集団の現況に関する重要な事項、業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要、会社の支配に関する基

本方針
　● 連結計算書類：連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
　● 計算書類：株主資本等変動計算書及び個別注記表

　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成す
るに際して監査をした対象書類の一部であります。

　本株主総会の決議結果は、書面による決議通知のご送付に代えて、本総会の終了後、当社ウェブサイト（https://www.ea-j.jp/）に掲載いた
します。
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招集ご通知

株主総会にご出席される場合
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　

2024年５月29日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

書面（郵送）で議決権を行使される場合
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函くだ
さい。

行使期限
　

2024年５月28日（火曜日）午後６時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセスし、同封の議決権行使書
用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。詳しくは、本招集ご通知記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」（５頁）をご覧ください。

行使期限
　

2024年５月28日（火曜日）午後6時入力完了分まで

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権
行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。

③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様のご負担となります。

　

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があっ
たものとしてお取り扱いいたします。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて
いただきます。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効とさ
せていただきます。
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招集ご通知

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウ
ェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコン又はスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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剰余金の処分の件

議案 剰余金の処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき６円00銭
総額261,795,822円　

剰余金の配当が効力を生じる日 2024年５月30日

株主総会参考書類

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、積極的かつ継続的な配当を実施してい
くことを基本方針としております。
　当事業年度の期末配当につきましては、上記の方針及び当事業年度の業績、経営環境などを考慮し、以下のとおり
といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

以上
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当連結会計年度の事業の状況

事業報告（2023年３月１日から2024年２月29日まで）

1 企業集団の現況

第16期
（2023年２月期）

第17期
（当連結会計年度）
（2024年２月期）

前連結会計年度比

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 増減率
売上高 3,710,804 4,138,525 427,720 11.5％増
営業利益 233,774 456,094 222,319 95.1％増
経常利益 271,027 457,108 186,080 68.7％増
親会社株主に帰属する当期純利益 91,957 299,841 207,883 226.1％増

(1) 当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
当連結会計年度（2023年３月１日～2024年２月29日）におけるわが国経済は、コロナ禍から平時へ移行し、

経済・社会活動の正常化が進む中、雇用・所得環境の改善のもと個人消費の持ち直し等を受け、景気は緩やかな回
復基調で推移しました。一方で、世界的な金融引締めの影響等による海外経済の下振れが国内の景気を下押しする
リスクになりうるほか、物価上昇や海外情勢、金融資本市場の変動等が経済に与える影響に十分注意する必要があ
ります。
不動産市場については、住宅取得の支援制度の充実、金融緩和政策の維持、及びテレワークの普及等により住宅

取得ニーズは高いものの、全国住宅地の価格指数の上昇等を受け、足元ではやや鈍化する状況が続いております。
このような事業環境の中、当連結会計年度においては、金融機関の積極的な住宅ローンの取り組みを背景にサー

ビス利用件数が過去最高を記録するとともに、BPO事業における事務受託件数も好調に推移いたしました。また、
不動産取引の非対面決済サービス「H'OURS（アワーズ）」の利用件数及び不動産調査・評価サービスの受注増加
に加え、2022年10月より当社グループ子会社として新たに加わった株式会社サムポローニアの通期連結業績への
寄与もあり、大幅な増収増益となりました。
以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は4,138,525千円（前連結会計年度比

11.5％増）、営業利益は456,094千円（前連結会計年度比95.1％増）、経常利益は457,108千円（前連結会計年
度比68.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は299,841千円（前連結会計年度比226.1％増）となりまし
た。
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当連結会計年度の事業の状況

エスクローサービス事業

売上高
1,999百万円

(前連結会計年度比52.8%増)

　

（エスクローサービス事業）
　エスクローサービス事業においては、金融機関、不動産事業者及び
士業専門家に対し、不動産取引の利便性、安全性及び業務の効率化に
寄与する各種サービスを提供しております。また、連結子会社の株式
会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託における信託サービ
ス、相続手続き代行サービスでは決済の安全性確保、財産保全等のニ
ーズに対応しているほか、株式会社サムポローニアにおける不動産・
商業登記申請支援サービスやマイナンバーカードを利用した本人確認
及び電子署名サービスである「サムポロトラスト」を提供しておりま
す。
　当連結会計年度においては、主要顧客である金融機関の住宅ローン
取扱い件数が好調であったことに伴うサービス利用件数の大幅増加及
び連結子会社の株式会社サムポローニアの堅調な連結業績への寄与が
あったほか、不動産取引の非対面決済サービス「H'OURS（アワー
ズ）」についても利用件数が増加いたしました。
　以上の結果、セグメント売上高は1,999,699千円（前連結会計年度
比52.8％増）、セグメント利益は788,423千円（前連結会計年度比
90.7％増）となりました。

1,308

第16期
（2023年２月期）

1,999

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）売上高

BPO事業

売上高
1,949百万円

(前連結会計年度比1.2%減)

　

（BPO事業）
　BPO事業においては、金融機関における住宅ローンに係る事務及び
不動産事業者における調査・測量業務の受託等、クライアントの業務
課題を解決するための専門性の高いサービスを提供しております。ま
た、連結子会社の株式会社中央グループでは、建築・開発設計サービ
ス、士業専門家への業務支援サービスや建築事業者向け各種コンサル
ティングサービスを提供しております。
　当連結会計年度においては、金融機関が行う住宅ローン取り組みを
背景に事務受託件数が好調な推移をみせているものの、建築事業者か
らの敷地調査業務の受託件数の鈍化、派遣事業の一部廃止及び業容拡
大に向けた積極的な人財投資等により減益となりました。
　以上の結果、セグメント売上高は1,949,797千円（前連結会計年度
比1.2％減）、セグメント利益は404,482千円（前連結会計年度比
4.9％減）となりました。

1,973

第16期
（2023年２月期）

1,949

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）売上高

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
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当連結会計年度の事業の状況

不動産オークション事業

売上高
189百万円

(前連結会計年度比55.9%減)
　

（不動産オークション事業）
　不動産オークション事業においては、連結子会社の株式会社エスク
ロー・エージェント・ジャパン信託にて、主に税理士等の士業専門家
からの相談に応じ、不動産の調査から取引決済まで安全性の高い不動
産取引の機会の場を提供しております。これにより売買後のトラブル
や紛争を未然に回避することができるほか、取引価格については入札
方式を採用することによって透明性の高い価格形成が可能となり、不
動産取引の利便性、安全性の向上に寄与しております。
　当連結会計年度においては、不動産価格の高止まりにより相続不動
産の仲介が停滞している中、継続案件の着実な実行と新規案件の開拓
に注力し、案件確保に努めたものの、成約及び決済時期に遅れが見ら
れました。
　以上の結果、セグメント売上高は189,029千円（前連結会計年度比
55.9％減）、セグメント損失は28,083千円（前連結会計年度は
95,640千円のセグメント利益）となりました。

428

第16期
（2023年２月期）

189

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）売上高

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施しました有形固定資産及び無形固定資産への設備投資の総額は168,375千円であり、
主なものは、業務システム開発に係る設備投資99,724千円及び社内インフラ機器に係る設備投資43,077千円で
あります。
　その他重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

3,072

第14期
（2021年２月期）

3,552

第15期
（2022年２月期）

3,710

第16期
（2023年２月期）

4,138

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）売上高

549

第14期
（2021年２月期）

619

第15期
（2022年２月期）

271

第16期
（2023年２月期）

457

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）経常利益

363

第14期
（2021年２月期）

406

第15期
（2022年２月期）

91

第16期
（2023年２月期）

299

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

3,820

3,155

第14期
（2021年２月期）

4,093

3,379

第15期
（2022年２月期）

4,235

3,332

第16期
（2023年２月期）

4,447

3,465

第17期
（2024年２月期）

（単位：百万円）総資産/純資産

8.52

第14期
（2021年２月期）

9.37

第15期
（2022年２月期）

2.11

第16期
（2023年２月期）

6.87

第17期
（2024年２月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

72.80

第14期
（2021年２月期）

77.83

第15期
（2022年２月期）

76.34

第16期
（2023年２月期）

79.44

第17期
（2024年２月期）

（単位：円）1株当たり純資産

区分 第14期
(2021年２月期)

第15期
(2022年２月期)

第16期
(2023年２月期)

第17期
(当連結会計年度)
(2024年２月期)

売上高 (千円) 3,072,866 3,552,931 3,710,804 4,138,525
経常利益 (千円) 549,687 619,225 271,027 457,108
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 363,750 406,614 91,957 299,841
1株当たり当期純利益 (円) 8.52 9.37 2.11 6.87
総資産 (千円) 3,820,638 4,093,815 4,235,583 4,447,787
純資産 (千円) 3,155,011 3,379,288 3,332,531 3,465,974
1株当たり純資産 (円) 72.80 77.83 76.34 79.44

(2) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）1.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式数に
より算出しております。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第16期の期首から適用しており、第16期以降に係る各数値
については、当該会計基準等を適用した後の指標となっております。

3. 2024年２月期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2023年２月期に係る各数値については、暫定的な会計処
理の確定の内容を反映させております。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区分 第14期
(2021年２月期)

第15期
(2022年２月期)

第16期
(2023年２月期)

第17期
(当事業年度)

(2024年２月期)
売上高 (千円) 1,948,635 1,978,845 1,908,268 2,231,498
経常利益又は損失(△) (千円) 407,470 272,087 △53,485 274,787
当期純利益又は損失(△) (千円) 276,118 183,036 △116,007 189,276
1株当たり当期純利益又は損失(△) (円) 6.47 4.22 △2.66 4.34
総資産 (千円) 3,150,313 3,073,163 2,804,979 3,011,920
純資産 (千円) 2,748,696 2,749,397 2,494,674 2,518,846
1株当たり純資産 (円) 63.43 63.32 57.15 57.73

② 当社の財産及び損益の状況

（注）1.１株当たり当期純利益又は損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発
行済株式数により算出しております。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第16期の期首から適用しており、第16期以降に係る各数値
については、当該会計基準等を適用した後の指標となっております。

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託 100,000千円 100％ 信託サービス、相続手続き代行サービス
及び不動産オークション事業

株式会社中央グループ 10,000千円 100％
建築・開発設計サービス、士業専門家へ
の業務支援サービス及び建築事業者向け
各種コンサルティングサービス

株式会社サムポロ―ニア 10,000千円 100％
サムポローニアシリーズの開発・提供、
登記ファイリングシステムの開発・提供
等

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

11
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

(4) 対処すべき課題
　当社グループは、時間や場所の制限がなく、いつでも、どこでも、安心・安全に不動産に関する手続きや取引
決済を可能とする「24時間365日化」を目指すべきビジョンとし、住宅ローン、不動産売買、住宅建築及び相
続等の様々なカテゴリーにおいて非対面化、デジタル化、自動化を推進することで、不動産取引に関わる取引関
係者向けに利便性が高く安全な環境へ変革し、顧客の期待に応えてまいります。具体的には以下を対処すべき課
題として、各施策を実行してまいります。

①事業規模の拡大
「24時間365日化」を広く実現するためには、当社グループのサービス実績を着実に積み上げ、知名度を向上

させ、更なる信用・信頼を獲得する必要があります。そのために、手続きと決済の非対面化と書類のデジタル化
の実現により顧客の利便性を向上させるサービスのDX化を推進します。具体的には、取引に関連する契約の非
対面化や不動産登記に関する書類のデジタル化、不動産登記の完全オンライン申請、AIを活用した建築業務のデ
ジタル化等の支援により、サービスの利用件数増加に取り組んでまいります。
②労働集約型ビジネスモデルからの脱却

顧客ごとに分散した従来の労働集約型のビジネスモデルでは、人財の採用、教育や研修のプロセスに一定の時
間を要し、迅速な事業規模の拡大に対応できない可能性があります。事業規模の拡大により発生する大量業務に
対応し、ローコストオペレーションにより競争力を一層強化するためには、大量業務を集約し、業務プロセスの
標準化・共通化を実現する必要があります。そのために、住宅ローンの貸出時から完済時（相続や担保権抹消
等）へ業務領域を拡大し、複数顧客業務が利用可能なオペレーションセンターの増設や、金融機関向けサービス
に止まらず不動産事業者、建築事業者及び士業専門家等複数の業務に対応できるオペレーションセンターの構築
（マルチユース化）に取り組んでまいります。
③不動産取引に関するリスクへの対応
　取引関係者の高齢化やデジタルシフトによる不動産取引プロセスの変化等から発生する新たなリスクに対し、
従来以上に適切なリスクコントロールが必要となります。その実現に向け、不動産取引に関するリスクの分析と
事務過誤の原因となる業務を自動化することにより、確実に手続きと決済を行う業務プロセスを構築し、当社グ
ループが提供する不動産取引保証®の標準化を推進します。具体的には、事業会社の業務系システムとの連携に
よる業務の自動化を進めること等により事務過誤の原因となる手作業による業務を削減し、重要書類のデジタル
ストレージ化により、紛失・漏洩リスクを排除いたします。また、不動産登記情報の解析により潜在リスクが判
定できるよう取り組んでまいります。

④人財採用・育成及び従業員の意欲・能力・満足度の向上
　当社グループの持続的な成長のためには人財の採用・育成は重要課題のひとつであります。重要施策を推進す
るためには、業務に関する十分な知見を有することはもとより、国籍や性別等に関係なく多様な人財を採用し、
その人財が活躍できる機会・環境を提供していく必要があります。当社グループでは、「人事基本方針」を定
め、従業員にとって一層働きがいのある会社であり続けるよう積極的に取り組んでまいります。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

事業区分 事業内容

エスクローサービス事業

　エスクローサービス事業においては、金融機関、不動産事業者及び士業専門家に対
し、不動産取引の利便性、安全性及び業務の効率化に寄与する各種サービスを提供し
ております。また、連結子会社の株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託
における信託サービス、相続手続き代行サービスでは決済の安全性確保、財産保全等
のニーズに対応しているほか、株式会社サムポローニアにおける不動産・商業登記申
請支援サービスやマイナンバーカードを利用した本人確認及び電子署名サービスであ
る「サムポロトラスト」を提供しております。
　エスクローサービス事業における各業務内容は以下のとおりです。

① 各種システム支援サービス等の提供
　専門サービスの利便性・安全性を向上し、業務を効率化するための各種システム支
援サービス等を提供しております。当サービスは、取引関係者の内部管理体制を一層
高度化するためのDX推進支援を含みます。また、当サービスはクラウドシステム
「EPS(EAJ Platform System)」を通じて提供しております。「EPS」は、取引関係
者に対し不動産取引に係る受発注管理、進捗管理及び品質管理等に資するシステムで
す。
　また、連結子会社の株式会社サムポローニアでは、主に登記申請に関連する分野に
おいて、クラウド環境下におけるオンライン申請機能や情報管理機能など多様な機能
を有するシステムを通じて、士業専門家へサービスを提供しております。

(5) 主要な事業内容（2024年２月29日現在）
当社グループは、金融、不動産、建築に関する取引の手続き・決済分野における取引支援の知見を活かし、取引

関係者の業務を一貫してサポートするワンパッケージサービスを提供しております。当社グループのサービスは、
「エスクローサービス事業」、「BPO事業」、「不動産オークション事業」の３つにセグメント区分されており、
金融機関、不動産事業者、建築事業者及び士業専門家に対してこれらのサービスを事務の合理化や安全性を向上さ
せるために提供しております。

13



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2024/04/25 18:37:10 / 23064437_株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

事業区分 事業内容

エスクローサービス事業

② 非対面決済サービス「H'OURS（アワーズ）」
　取引関係者が非対面にて不動産取引決済を完結できるパッケージサービス
「H'OURS」を提供しています。
「H'OURS」は不動産売買を希望される売主・買主に対して、決済当日に金融機関か
ら受け取る融資金や買主の自己資金を信託口座で保全・管理し、司法書士による決済
可能な判断（本人確認や必要書類の確認）をもって信託口座より関係各所への送金を
行い、不動産売買における所有権移転を確実に実施するサービスです。
　また、「H'OURS」を利用した取引を対象として、司法書士及び売主に起因する事
故が発生した際、損害回避のための事態収拾を行った上で、その結果発生した買主の
実損額を一時的に保証する不動産取引保証®サービスを提供しています。

③ エスクロー口座サービス
　金融機関が確実な融資実行を行うためのスキームとして信託口座を用いたサービス
を提供しております。
　融資時において金融機関から信託口座に送金された融資金に対して、当社が融資実
行条件（所有権保存・移転、抵当権設定等が可能な状態であることの確認）が成立し
たことを確認後、融資実行指図を行うことにより、取引の安全性を担保しておりま
す。
　また、住宅の建築を伴う住宅ローン申込者に対しては、信託口座で工事代金を預か
り工事進捗の確認及び進捗に応じた工事代金の支払指示や、請負工務店の事情により
建築工事が滞った場合にはバックアップ工務店（注1）選定等のサポートサービスも
提供しております。
　連結子会社の株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託では、管理型信託
機能を活用した各種サービスや不動産取引における売買代金、ローン、仲介手数料等
の資金決済に関する安全性を担保する商品を展開しております。
（注1）当初の工事請負工務店の建設工事請負契約上の地位を承継させる工務店

④ 相続手続き代行サービス
　金融機関を通じて依頼のあった申込者に対して、相続に関する様々な手続きを代行
するサービスです。

⑤ 登記情報取得ファイリングシステム
　登記情報を一括取得するシステムを提供しております。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

事業区分 事業内容

BPO事業

　BPO事業においては、金融機関における住宅ローンに係る事務及び不動産事業者
における調査・測量業務の受託等、クライアントの業務課題を解決するための専門性
の高いサービスを提供しております。また、連結子会社の株式会社中央グループで
は、建築・開発設計サービス、士業専門家への業務支援サービスや建築事業者向け各
種コンサルティングサービスを提供しております。
　BPO事業における具体的な業務内容は以下のとおりです。

① 業務受託サービス
　住宅ローン融資に係る業務の受託を行っております。また、オペレーションセンタ
ーの共同利用による業務効率化やノウハウの活用により、ローコストオペレーション
の実現をサポートしております。
　また、住宅ローン審査時及び定期的な担保評価替えにおいて必要となる担保物件の
物件調査、重要事項説明書作成、不動産調査、測量、図面作成等に関連する業務を受
託しております。
　連結子会社の株式会社中央グループでは、建築事業者に対し建築の申請から各種申
請用図面の作成、検査・アフターフォローまでワンストップでトータルサポートを行
う住宅建築支援ツール「ARCHITECT RAIL（アーキテクト・レール）」の提供を行
うとともに、測量、建築設計等の専門サービスを提供しております。

② 人材派遣サービス
　当社グループでは、金融機関等に対して人材派遣サービスを提供し、金融機関等の
事務合理化の実現に向けたサポートを行っております。

不動産オークション事業

　不動産オークション事業においては、連結子会社の株式会社エスクロー・エージェ
ント・ジャパン信託にて、主に税理士等の士業専門家からの相談に応じ、不動産の調
査から取引決済まで安全性の高い不動産取引の機会の場を提供しております。これに
より売買後のトラブルや紛争を未然に回避することができるほか、取引価格について
は入札方式を採用することによって透明性の高い価格形成が可能となり、不動産取引
の利便性、安全性の向上に寄与しております。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

本社 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル４階

横浜オペレーションセンター 神奈川県横浜市西区楠町４番地７ 横浜楠町ビル３階

さいたまオペレーションセンター 埼玉県さいたま市浦和区北浦和四丁目５番５号 北浦和大栄ビル５階

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル４階

株式会社中央グループ 新潟県新潟市中央区美咲町一丁目４番15号

株式会社サムポロ―ニア 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル４階

(6) 主要な営業所（2024年２月29日現在）

① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
エスクローサービス事業 75 （23）名 15名増 （5名増）

BPO事業 109 （87） 9名減 （8名増）

不動産オークション事業 ４ （4） １名減 （1名減）

全社（共通） 39 （7） 2名増 （2名増）

合　　計 227 （121） 7名増（14名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
134（108）名 23名増（16名増） 42.2歳 4.7年

(7) 使用人の状況（2024年２月29日現在）

① 企業集団の使用人の状況

(注) 1．使用人数は就業人員であり、パート及び人材派遣会社からの派遣社員は（　）内に外数で記載しております。
2．全社（共通）として記載されている使用人数は、本社部門に所属しているものであります。

② 当社の使用人の状況

(注) 1．使用人数は就業人員であり、パート及び人材派遣会社からの派遣社員は（　）内に外数で記載しております。
2．使用人数が前連結会計年度末と比べて23名増加しましたのは、主にBPOサービスの受託案件の増加によるものであります。

(8) 主要な借入先の状況（2024年２月29日現在）

　該当事項はありません。
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株式の状況

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 50,000,000株

② 発行済株式の総数 45,950,238株(自己株式2,317,601株含む)

③ 株主数 12,692名

株主名 持株数 持株比率
株式会社中央グループホールディングス 18,600,000株 42.62％

本間 英明 3,145,821 7.20

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,867,800 4.28

株式会社ＴＳインベスター 666,300 1.52

喜夛 利之 302,700 0.69

ＫＩＡ ＦＵＮＤ １３６ 275,015 0.63

千原 一成 268,098 0.61

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 266,200 0.61

後藤 武史 253,000 0.57

野口 信雄 245,200 0.56

(1) 株式の状況（2024年２月29日現在）

④ 大株主

(注) 1. 当社は、自己株式を2,317,601株保有しておりますが、上記大株主からは控除しております。
2. 持株比率は、自己株式（2,317,601株）を控除して計算しております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 本　間　英　明

取締役副会長 喜　沢　弘　幸 最高情報セキュリティ責任者

代表取締役社長 成　宮　正一郎

取締役 太　田　昌　景 管理本部担当

取締役 臺　　　祐　二 公認会計士臺祐二事務所　所長
NTT都市開発リート投資法人　監督役員

取締役 加　川　明　彦

取締役 丸　尾　浩　一 ㈱Major7th　代表取締役社長
㈱USEN-NEXT HOLDINGS　社外取締役

常勤監査役 小 埜 寺　哲　雄

監査役 山　本　　　隆 山本隆法律事務所　所長

監査役 野　口　正　敏

(2) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年２月29日現在）

(注)1.取締役臺祐二氏、取締役加川明彦氏及び取締役丸尾浩一氏は社外取締役であります。
2.監査役山本隆氏及び監査役野口正敏氏は社外監査役であります。
3.常勤監査役小埜寺哲雄氏は、長年における金融機関での豊富な経験・実績から、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。
4.2023年５月25日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、取締役増山雄一氏及び取締役前中潔氏は任期満了により退任いたしました。
5.2023年５月25日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役水落一氏は辞任いたしました。
6.2023年５月25日開催の第16期定時株主総会において、丸尾浩一氏が取締役に、小埜寺哲雄氏が常勤監査役に新たに選任され就任いたしまし

た。
7.当社は、取締役臺祐二氏、取締役加川明彦氏、取締役丸尾浩一氏、監査役山本隆氏及び監査役野口正敏氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

② 取締役及び監査役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を指名・報酬委員会における審議を経た上で、
取締役会の決議により定めております。その概要は、以下のとおりです。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定され
た報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重され
ていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

１．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益との
連動にも配慮した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを
基本方針とする。具体的には、固定報酬としての金銭による基本報酬と、譲渡制限付株式報酬により構成する。

２.基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針 (報酬等を与える時期または条件の決定に関する
方針を含む。)
　当社の取締役の基本報酬は、月例の金銭による固定報酬とし、職責に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給
与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与え
る時期または条件の決定に関する方針を含む。)
　業績連動報酬は非金銭報酬により付与することができる。非金銭報酬は、毎年、定時株主総会終了後の最初に開
催される定時取締役会にて、上記の基本報酬に対して職責に応じて決定する一定の係数を乗じた金額に相当する株
数を、譲渡制限付株式報酬として、その定時取締役会から1か月以内に付与することができる。なお、業績連動報
酬としての非金銭報酬は、各位の職責のみならず、業績への直接的・間接的な貢献可能性を加味して基本報酬に対
して乗ずる係数を決定する。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決
定に関する方針
　取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模に属する企業をベンチマークとする報酬水準を
踏まえ、委員の過半数を社外役員とし、社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会において検討を行う。取締役
会（及びその委任を受けた代表取締役会長）は指名・報酬委員会の答申内容で示された種類別の報酬割合を尊重
し、取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

５.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役会長がその具体的内容について委任を受けるもの
とし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額、付与する場合の非金銭報酬等の額及びそれらの支給時期の決
定を含むものとする。当該権限が代表取締役会長によって適切に行使されるよう、代表取締役会長は指名・報酬委
員会に必ず原案を諮問し答申を得るものとする。代表取締役会長は、当該答申の内容を最大限に尊重して個人別の
報酬等の内容を決定しなければならないこととする。なお、譲渡制限付株式報酬については、その発行にあたり取
締役会による決定を要する。

６.その他個人別報酬の内容決定に関する重要な事項
　譲渡制限付株式報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして長期にわたり機能させるため、実
質的に取締役の任期満了による退任時まで他人への譲渡が出来ないよう支給の都度譲渡制限期間を付すものとし、
また、取締役の任期満了前にその地位を失った場合は原則的に当社により無償取得されるものとする。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（人）基本報酬 譲渡制限付
株式報酬

取締役 97,666 86,000 11,666 ９
（うち社外取締役） (8,833) (8,600) (233) （４）
監査役 13,200 13,200 － ４
（うち社外監査役） (7,200) (7,200) (－) （２）
合　計 110,866 99,200 11,666 13
（うち社外役員） (16,033) (15,800) (233) （６）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

(注)1. 上表には、2023年５月25日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び社外取締役１名並びに監査役１名を含ん
でおります。

2. 取締役の報酬限度額は、設立当時に年額200,000千円以内とすることを決議しております。設立当時の取締役の員数は、4名です。
3. 監査役の報酬限度額は、設立当時に年額30,000千円以内とすることを決議しております。設立当時の監査役の員数は、1名です。
4. 2021年５月27日開催の第14期定時株主総会において固定報酬とは別枠で、非金銭報酬等として、事前・無償交付型の譲渡制限付株式を各

事業年度当たり400,000株以内（うち社外取締役は年40,000株以内）とすることを決議いただいております。当該株主総会終結時点の取
締役の員数は、8名です。

5. 当事業年度は、譲渡制限付株式を付与しておりません。譲渡制限付株式報酬の額は2023年２月期に付与した譲渡制限付株式報酬に係る当
事業年度における費用計上額を記載しております。

6. 2023年２月期に付与した譲渡制限付株式報酬には中期経営計画（2022年２月17日公表）の達成を条件とした業績連動報酬が含まれてお
り、業績連動報酬の解除条件となる業績指標は、中期経営計画に基づき、2025年２月期の連結業績が営業利益1,000百万円以上であるこ
ととしております。

７. 取締役会は、代表取締役会長本間英明氏に対し各取締役の基本報酬の額、付与する場合の非金銭報酬等の額及びそれらの支給時期の決定を
委任しております。委任した理由は、当社の経営環境や業績、取締役の所管業務の職責等から各取締役の業務について評価を行うのは代表
取締役会長が適任であると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、指名・報酬委員会に必ず原案を諮問し答
申を得るものとしており、代表取締役会長は、当該答申の内容を最大限に尊重して個人別の報酬等の内容を決定しなければならないことと
しております。

③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役臺祐二氏は、公認会計士臺祐二事務所の所長及びNTT都市開発リート投資法人の監督役員であります。

当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
・取締役丸尾浩一氏は、㈱Major7thの代表取締役社長及び㈱USEN-NEXT HOLDINGSの社外取締役でありま

す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
・監査役山本隆氏は、山本隆法律事務所の所長であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

主な活動状況
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　臺　祐二

当事業年度に開催された取締役会17回のうち全てに出席いたしました。出席した取締役会
において、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から経営全般につい
て適宜発言を行っており、客観的・専門的な視点から、当社の経営への助言や業務執行に
対する適切な監督を行っております。また、指名・報酬委員会の委員長として、当事業年
度に開催された委員会３回のうち全てに出席しており、委員会において重要な役割を果た
すなど、当社の経営陣幹部に係るサクセッションプランの検討、役員報酬制度の見直し、
取締役会の多様性確保のための課題について有益な助言・提言を行いました。

取締役　加川　明彦

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席いたしました。出席した取締役
会において、金融業界での長年の経験を活かし、経営全般について適宜発言を行ってお
り、客観的・専門的な視点から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行
っております。また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会３
回のうち全てに出席しており、委員会において積極的に意見を述べるなど、当社の経営陣
幹部に係るサクセッションプランの検討、役員報酬制度の見直し、取締役会の多様性確保
のための課題について有益な助言・提言を行いました。

取締役　丸尾　浩一
当事業年度に開催された取締役会13回のうち全てに出席いたしました。出席した取締役会
において、金融業界での長年の経験を活かし、経営全般について適宜発言を行っており、
客観的・専門的な視点から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行って
おります。

主な活動状況

監査役　山本　隆

当事業年度に開催された取締役会17回のうち全てに、また監査役会18回のうち全てに出
席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、弁護士としての豊富な経験と
幅広い見識に基づき、経営全般について適宜発言を行っており、中立的・客観的な視点か
ら監査を行っております。また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催され
た委員会３回のうち全てに出席しており、委員会において積極的に意見を述べるなど、当
社の経営陣幹部に係るサクセッションプランの検討、役員報酬制度の見直し、取締役会の
多様性確保のための課題について有益な助言・提言を行いました。

監査役　野口　正敏
当事業年度に開催された取締役会17回のうち全てに、また監査役会18回のうち全てに出
席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、金融業界での長年の経験を活
かし、経営全般について適宜発言を行っており、中立的・客観的な視点から監査を行って
おります。

ロ．当事業年度における主な活動状況

(注) 上記のうち、取締役丸尾浩一氏は、2023年５月25日開催の第16期定時株主総会において選任された以降の状況を記載しております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

④ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、社外取締役及び社外監査役が会社法第４２３条第１項の責
任を負担する場合において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、当社に対する損害賠償
責任は、会社法第４２５条第１項の最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第４３０条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保
険により被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して、保険期間中に被保険者に対し損害賠償請求がさ
れた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補することとしております。ただし、被保険者が私的な利益又
は便宜の供与を違法に得たこと、犯罪行為、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じた損
害は填補されないなど一定の免責事由があります。なお、当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び連
結子会社の取締役及び執行役員並びに監査役であり、すべての被保険者についてその保険料を全額当社及び連結
子会社が負担しております。

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 51,375千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 51,375千円

(3) 会計監査人の状況
① 名称　　　有限責任 あずさ監査法人
② 報酬等の額

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.会計監査人の報酬等の額には、前事業年度に係る追加報酬11,795千円が含まれております。
③ 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかど
うかについて必要な検討を行ったうえで、会計監査人の報酬等について、会社法第３９９条第１項の同意を行っ
ております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監
査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主への利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、積極的かつ継続的な配当を実施していく
ことを基本方針としております。
　また、利益の状況、翌期以降の収益見通し、キャッシュ・フローの状況、並びに配当性向などを総合的に勘案
の上、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、毎
期継続的な配当を実施することを原則としております。
　当期の配当につきましては、１株当たり6円とすることといたしました。次期の配当につきましては、今後の経
営環境及び経営成績を勘案した上で検討してまいりたいと考えていることから、現時点では未定としております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2024年２月29日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
売掛金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
リース資産
その他
減価償却累計額
無形固定資産
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
差入保証金
長期預金
繰延税金資産
その他

　

3,454,158
2,809,180
617,544
173,504

△146,069
993,628
129,638
104,196
72,284

114,431
△161,274
464,484
361,890
75,829
26,764
399,505
73,522

139,835
100,000
79,643
6,504 　

（負債の部）

流動負債 890,742

買掛金 108,901

未払法人税等 100,226

賞与引当金 97,605

その他 584,008

固定負債 91,071

資産除去債務 41,504

その他 49,566

負債合計 981,813

（純資産の部）

株主資本 3,464,433

資本金 676,677

資本剰余金 791,517

利益剰余金 2,544,510

自己株式 △548,271

その他の包括利益累計額 1,540

その他有価証券評価差額金 2,833

為替換算調整勘定 △1,293

純資産合計 3,465,974

資産合計 4,447,787 負債純資産合計 4,447,787

連結計算書類

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2023年３月１日から2024年２月29日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 4,138,525
売上原価 2,219,254
売上総利益 1,919,270
販売費及び一般管理費 1,463,176
営業利益 456,094
営業外収益
受取利息 101
受取賃貸料 40,363
その他 2,768 43,232
営業外費用
支払利息 500
賃貸費用 36,703
投資事業組合運用損 3,169
その他 1,845 42,219
経常利益 457,108
税金等調整前当期純利益 457,108
法人税、住民税及び事業税 161,880
法人税等調整額 △4,613 157,267
当期純利益 299,841
親会社株主に帰属する当期純利益 299,841

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2024年２月29日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

売掛金

前渡金

前払費用

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

工具、器具及び備品

リース資産

減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウエア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

差入保証金

長期預金

関係会社長期貸付金

繰延税金資産　

1,885,430

1,480,445

429,602

7,171

36,144

77,976

△145,910

1,126,490

106,179

98,141

61,423

58,475

△111,860

155,254

149,994

5,259

865,055

73,522

351,837

128,964

100,000

170,008

40,723 　

（負債の部）
流動負債 398,738

買掛金 56,157
リース債務 8,756
未払金 129,460
未払法人税等 85,431
未払消費税等 32,224
前受金 15,123
預り金 16,672
前受収益 2,762
賞与引当金 45,770
その他 6,380

固定負債 94,335
リース債務 25,274
長期預り敷金 30,132
資産除去債務 38,928

負債合計 493,074
（純資産の部）
株主資本 2,516,012
資本金 676,677
資本剰余金 791,517
資本準備金 691,677
その他資本剰余金 99,840
利益剰余金 1,596,088
その他利益剰余金 1,596,088
投資損失準備金 30,931
繰越利益剰余金 1,565,157

自己株式 △548,271
評価・換算差額等 2,833
その他有価証券評価差額金 2,833
純資産合計 2,518,846

資産合計 3,011,920 負債純資産合計 3,011,920

計算書類

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2023年３月１日から2024年２月29日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 2,231,498

売上原価 1,280,306

売上総利益 951,192

販売費及び一般管理費 676,690

営業利益 274,502

営業外収益

受取利息 843

受取賃貸料 40,363

その他 246 41,453

営業外費用

支払利息 500

賃貸費用 36,703

投資事業組合運用損 3,169

その他 794 41,168

経常利益 274,787

税引前当期純利益 274,787

法人税、住民税及び事業税 99,595

法人税等調整額 △14,084 85,510

当期純利益 189,276
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 川 村 　 敦業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 井 上 　 喬業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年４月23日

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン
　取締役会　御中

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エスクロー・エージェント・ジャパンの2023年３月１日から
2024年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エスク
ロー・エージェント・ジャパン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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連結計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 川 村 　 敦業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 井 上 　 喬業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年４月23日

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン
　取締役会　御中

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エスクロー・エージェント・ジャパンの2023年３月１日

から2024年２月29日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に
見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 小埜寺　哲雄 ㊞
監　査　役 山 本 　 隆 ㊞
監　査　役 野 口 正 敏 ㊞

2024年４月23日

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン監査役会

（注）監査役山本隆及び監査役野口正敏は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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参考情報

基本データ（2024年２月29日現在） グループ会社
商 号 株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン
本 社 〒100-0004

東京都千代田区大手町二丁目２番１号
TEL：03-6703-0500

設 立 2007年４月
資 本 金 676百万円
従 業 員 連結：227名　単独：134名

　

商 号 株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託
本 社 東京都千代田区大手町二丁目２番１号
設 立 2014年５月
資 本 金 100百万円
商 号 株式会社中央グループ
本 社 新潟県新潟市中央区美咲町一丁目４番15号
設 立 1985年11月
資 本 金 10百万円
商 号 株式会社サムポロ―ニア
本 社 東京都千代田区大手町二丁目２番１号
設 立 2022年６月
資 本 金 10百万円
商 号 PRECISION ADVANCE DRAFTERS

COMPANY LIMITED
※株式会社中央グループの100％出資子会社

本 社 222 Dien Bien Phu, Vo Thi SauWard,
District 3, Ho Chi Minh City, Vietnam

設 立 2023年10月
資 本 金 10百万円

　
株主メモ

事 業 年 度 ３月１日から２月末日まで
定 時 株 主 総 会 ５月中
定時株主総会基準日 ２月末日
期末配当基準日 ２月末日
単 元 株 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 ／
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
TEL：0120-782-031（フリーダイヤル）

公 告 方 法 電子公告
URL: https://www.ea-j.jp/ir/public-notice.html
※ただし、事故その他やむを得ない事由により

電子公告によることができないときは、日本
経済新聞に公告します。

※株主様の住所変更その他各種お手続きにつきましては、株主様ご自
身が証券口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）にて承
ります。詳細は各口座管理機関までお問い合わせください。

※特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社までお問
い合わせください。

第17期　期末配当金のお支払いについて

配当金の口座振込みについて

第17期 期末配当金（基準日：2024年２月29日）につき
ましては、2024年５月30日（木）よりお支払いを開始
いたします。
「配当金領収証」にてお受け取りの株主様は、2024年
６月28日（金）までに、最寄りのゆうちょ銀行又は郵便
局などにてお受け取りください。

配当金のお受け取りは、口座振込みが便利です。
口座振込みをご利用いただきますと、配当金の支払い開
始日に、ご指定の口座にて確実にお受け取りいただけま
す。

　■ 証券口座で受け取る
株式をお預けの証券会社の口座で、配当金をお受け
取りいただけます。

　■ 銀行口座で受け取る
ご指定の銀行口座で配当金をお受け取りいただけます。

配当金のお受け取り方法のご変更につきましては、お取
引の証券会社にてご確認のうえ、お手続きください。

参考情報　会社グループの概要
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地図

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

交通手段のご案内

〈ご参考〉
JR東京駅 丸の内北口より徒歩５分

東京メトロ 千代田線 大手町駅 B3出口直結 東京メトロ 丸ノ内線 大手町駅 A5出口徒歩３分

東西線 大手町駅 B3出口直結 半蔵門線 大手町駅 A5出口徒歩３分

都営地下鉄 三田線 大手町駅 B3出口直結

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

東京都千代田区大手町二丁目２番１号
新大手町ビル４階　当社会議室

※開催場所が昨年と異なりますのでお間違いのないようご注意ください。
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